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はじめに

　公式ホームページにも紹介されているように、福井はきわめてユニークな特

徴を持つ県である。たとえば、共働き世帯割合や人口10万人当たりの社長輩出

数、 1世帯 1ヶ月当たりの実収入、 1世帯当たりの生命保険現在高等では日本

全体の平均を上回って 1位となっている一方で、未婚者割合や大学新規卒業者

の無業者率等でも全国平均を下回って 1位となっている1）。

　さらに福井県には他府県や全世界でも例のないほど多くの原発が立地してお

り、近畿地方もこの電力に大きく依存している。福井県総合政策部の「統計ス

ポット情報」第181号（H23.6.20）によれば、平成21年には福井県の発電量の

9割以上は原子力発電によるものであり（図Ⅰ- 1 参照）、この発電によって関

西電力供給圏の使用電力量のうち半分強を供給している（図Ⅰ- 2 参照）。さら

に日本全体との関連では図Ⅰ- 3 からわかるように、福井県は日本全体の25％
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以上を発電して最高の水準である。 2位以下は、平成22年当時で福島県、新潟

県、佐賀県、北海道と続いているが、 1～ 3位の構成比にも差があり、福井県

が抜け出している。当時、福井県が「本県は日本のエネルギー政策に大きく貢

献していると言えます」と自賛していたのも頷けなくはない。

図Ⅰ- 1　関西電力供給圏内使用電力量と福井県原発発電量
出所）福井県「統計スポット情報」第181号

図Ⅰ- 2　原子力発電所の県別発電量構成比
出所）	福井県「統計スポット情報」第181号
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　ところで平成21年度は、リーマンショックにより落ち込んだ景気がゆっくり

と回復に向かう年だったが、日本全体のGDP成長率は平成21年度にマイナス

3.7％（名目）と 2年連続のマイナス成長となり、もちろん福井県もマイナス

1.9％だった。しかし、福井県は前年度のマイナス3.9％と比べるとマイナス幅

が低下し、 2年連続で国の値を上回っている。また、経済成長率の全国順位も

32位から15位と大きく上昇した。福井県は全国47都道府県を実証分析するなか

で、府県の経済成長率への製造業寄与度が高いほど県経済成長率は高くなり、

逆に製造業寄与度のマイナス幅が大きければ県経済成長率のマイナス幅も大き

くなるという傾向を見いだし、福井県でも製造業のマイナス成長が全体の動向

に大きく影響したことを明らかにしている。ところが全国とは異なり、電気・

ガス・水道業の県経済への成長寄与度が＋1.0％と大きく、経済成長率のマイナ

ス幅縮小に寄与したという。つまり電気・ガス・水道業という救世主によって、

全国15位の成長率を達成できたというのである。

　このように発電の点でも大きな特徴を有する福井県であるが、福井県が属す

出所）福井県「統計スポット情報」第181号
図Ⅰ- 3　県内発電量の推移
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るのは果たして近畿なのか、北陸なのか、中部なのかと考えると何ともいえな

い面がある。確かに慣例的には中部地方、あるいは北陸地方に属するとするこ

との方が多いようであるが、近畿との関連もかなり強い。特に本稿で中心的に

考察する電力に関しては、関西電力の原子力発電所が立地しているのが福井県

であり、このために近畿各府県は福井県に多くを依存している。この点では近

畿 2府 5県といっても差し支えないだろう2）。そこで本稿では、このような福

井県のユニークな経済構造を、産業連関分析によって明らかにする。筆者は昨

年度に『近畿の産業連関』を上梓しているが、本稿はいわばその補論となる追

加的考察である。

1　近畿 2府 5県の生産・付加価値構造

　すでに『近畿の産業連関』では、近畿 2府 4県の生産構造を時系列的に明ら

かにしているが、本稿では福井県を交えて改めて最新の2005年の生産構造を示

したい。

　表Ⅰ- 1 が産業連関表から求めたアクティビティーベースの府県内生産構成

である。どの府県も10％を超えるか、10％に迫る産業がみられるが、唯一兵庫

県にはそのような産業が見当たらず、その分各産業に分散している。たとえば

大阪は圧倒的に商業に特化しており、17.5％を商業生産額がしめている。対事

業所サービスや金融・保険、運輸、通信・放送といった産業も他府県よりも構

成比が高く、製造業よりは圧倒的にサービス中心である。サービスの構成比を

合計すると 7割近くに達する。京都も別の意味でサービス地域であり、サービ

スの合計は 6割を超えている。大阪が商業や対事業所サービスの割合が高いの

とは対照的に、京都は観光や飲食を中心とした対個人サービスが中心である。

不動産が最も高い割合の9.8％もしめており、商業、対個人サービス、さらに

教育・研究も他府県よりも高くなっている。このような 2府と比べると、滋賀

県は逆に製造業が中心であり、サービスの割合は少なくなっている。大阪で全
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体の 7割近くをしめるサービスは、滋賀では僅かに 4割未満である。その分、

たとえば一般機械、電気機械、輸送機械、その他の製造業、窯業・土石製品等

は近畿で最も高い構成比であり、製造業に特化しているといえるだろう。

　残る府県のうち、奈良はサービスが中心の大阪や京都に近く、逆に和歌山や

福井は製造業中心の滋賀に近い。さらに兵庫はその中間であり、生産額からみ

たサービスの構成比も約50％程度である。個別にみると、まず奈良は不動産が

10％を上回る構成比をしめて近畿では最も高く、医療・保険や公務、建設業も

高い割合である。他方で 5％を超えるような製造業はなく、4.8％の電子部品

が最も高くなっている。一方、兵庫は飲食料品、鉄鋼、一般機械がそれぞれ 5

％を超え、全般的に奈良よりも製造業への割合が高い。これら 2県に比べると

和歌山は、製造業の特定産業への特化が顕著で、特に鉄鋼が全体の13.6％、石

油・石炭製品が9.2％、化学製品が6.0％をしめ、この 3つの産業だけで 3割近

くに達し、近畿の中でも圧倒的に高い比率を示している。

　小稿の課題である福井経済に関しては、近畿の他府県にみられない大きな特

徴がみられる。その 1つは電気・ガス部門が全体の10％を超える構成比を示して

おり、県内最高の割合となっていることである。この部門で近畿のなかで 2番目

に高いのが京都の2.4％であることから、福井は際立って高いことがわかる。他

に建設が9.6％、電子部品が5.3％、繊維製品が4.4％と高い割合を示している。

　県内総生産（GDP）に近い概念である付加価値の構成でもみてみよう3）。付

加価値でみると、産業連関表の国内生産額でみたよりも商業や不動産はさらに

構成比が上昇し、他方、多くの製造業では構成比が低下している。たとえば大

阪では商業は20.9％、不動産も10.3％に上昇して、この 2産業だけで大阪全体

の 3割をしめるに至っている。一方、和歌山では鉄鋼も10％以下に低下し、近

畿圏では商業や不動産を除いて10％を超えることはきわめて稀である。実はそ

の唯一の例外が福井の電気・ガスであり、13.8％にも達している。このように

福井の電力・ガスは、生産額の点からも付加価値の点からもきわめて大きな割

合をしめ、それが際だっていることがわかる。
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表Ⅰ- 1　近畿 2府 5県の生産構成（2005年）

大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 滋賀県 和歌山県 福井県
1 農林水産業 0.1％ 0.7％ 0.6％ 1.0％ 0.8％ 2.2％ 1.2％
2 鉱業 0.0％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.3％ 0.1％
3 飲食料品 1.8％ 5.4％ 6.8％ 3.9％ 3.3％ 3.7％ 1.9％
4 繊維製品 0.6％ 0.4％ 0.9％ 1.4％ 1.2％ 1.3％ 4.4％
5 パルプ・紙・木製品 1.0％ 1.3％ 1.4％ 2.0％ 1.8％ 1.2％ 1.7％
6 化学製品 3.1％ 3.1％ 1.1％ 0.9％ 4.4％ 6.0％ 3.9％
7 石油・石炭製品 1.6％ 0.3％ 0.0％ 0.1％ 0.1％ 9.2％ 0.1％
8 窯業・土石製品 0.3％ 0.8％ 1.0％ 0.5％ 3.1％ 0.5％ 1.2％
9 鉄鋼 2.4％ 5.9％ 0.3％ 0.5％ 0.6％ 13.6％ 0.2％
10 非鉄金属 0.5％ 0.7％ 0.6％ 0.5％ 1.2％ 0.2％ 1.9％
11 金属製品 2.0％ 2.1％ 1.1％ 2.1％ 2.7％ 0.9％ 1.4％
12 一般機械 3.4％ 5.4％ 3.0％ 4.4％ 9.2％ 3.7％ 1.9％
13 電気機器 1.9％ 3.3％ 2.1％ 2.4％ 5.6％ 0.2％ 2.1％
14 情報・通信機器 0.7％ 1.9％ 0.5％ 0.9％ 0.9％ 0.1％ 0.3％
15 電子部品 0.7％ 2.2％ 2.3％ 4.8％ 3.2％ 0.3％ 5.3％
16 輸送機器 1.0％ 3.2％ 2.7％ 1.7％ 6.8％ 0.2％ 1.2％
17 精密機械 0.2％ 0.1％ 1.4％ 0.1％ 0.7％ 0.8％ 1.2％
18 その他の製造工業製品 2.4％ 3.1％ 3.0％ 4.9％ 7.0％ 1.6％ 2.9％
19 建設 4.9％ 6.3％ 6.0％ 8.2％ 7.0％ 5.9％ 9.6％
20 電力・ガス・熱供給 1.5％ 2.1％ 2.4％ 1.5％ 0.2％ 2.0％ 10.9％
21 水道・廃棄物処理 1.0％ 1.0％ 1.0％ 1.3％ 0.7％ 1.2％ 0.9％
22 商業 17.5％ 7.5％ 9.9％ 7.3％ 4.8％ 5.9％ 8.0％
23 金融・保険 5.6％ 4.1％ 4.5％ 4.7％ 3.2％ 3.8％ 3.8％
24 不動産 7.4％ 7.6％ 9.8％ 10.3％ 7.3％ 5.6％ 5.3％
25 運輸 5.4％ 4.8％ 4.6％ 4.4％ 3.4％ 4.7％ 4.3％
26 通信・放送 5.1％ 2.1％ 4.2％ 2.6％ 1.7％ 2.3％ 2.6％
27 公務 3.0％ 3.5％ 3.6％ 4.8％ 3.0％ 4.0％ 3.0％
28 教育・研究 3.5％ 4.3％ 5.3％ 5.1％ 4.5％ 3.5％ 3.6％
29 医療・保健・社会保障・介護 6.0％ 5.5％ 6.5％ 7.4％ 3.9％ 5.8％ 5.2％
30 その他の公共サービス 0.4％ 0.6％ 1.0％ 1.3％ 0.8％ 0.9％ 0.8％
31 対事業所サービス 9.1％ 3.9％ 4.4％ 2.9％ 2.5％ 2.8％ 4.0％
32 対個人サービス 5.3％ 6.3％ 7.4％ 5.6％ 3.6％ 4.7％ 4.8％
33 事務用品 0.2％ 0.1％ 0.2％ 0.1％ 0.1％ 0.1％ 0.2％
34 分類不明 0.4％ 0.4％ 0.5％ 0.4％ 0.4％ 0.7％ 0.4％
35 全体 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
出所）近畿各府県産業連関表より筆者計算
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表Ⅰ- 2　近畿 2府 5県の付加価値構成（2005年）

大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 滋賀県 和歌山県 福井県
1 農林水産業 0.1％ 0.7％ 0.6％ 1.0％ 0.9％ 2.6％ 1.3％
2 鉱業 0.0％ 0.1％ 0.1％ 0.0％ 0.0％ 0.3％ 0.1％
3 飲食料品 1.2％ 3.9％ 6.6％ 2.7％ 3.7％ 2.5％ 0.9％
4 繊維製品 0.4％ 0.2％ 0.6％ 1.0％ 0.7％ 0.9％ 3.0％
5 パルプ・紙・木製品 0.7％ 0.9％ 0.9％ 1.2％ 1.2％ 0.9％ 1.1％
6 化学製品 1.9％ 1.8％ 0.6％ 0.5％ 3.8％ 4.3％ 2.6％
7 石油・石炭製品 0.8％ 0.1％ 0.0％ 0.1％ 0.1％ 5.5％ 0.0％
8 窯業・土石製品 0.2％ 0.6％ 0.7％ 0.3％ 3.8％ 0.4％ 1.1％
9 鉄鋼 1.4％ 2.8％ 0.1％ 0.2％ 0.4％ 9.0％ 0.2％
10 非鉄金属 0.3％ 0.3％ 0.2％ 0.3％ 0.6％ 0.1％ 0.7％
11 金属製品 1.8％ 1.6％ 1.0％ 1.6％ 2.1％ 0.8％ 1.1％
12 一般機械 2.6％ 3.7％ 1.9％ 3.0％ 6.5％ 3.2％ 1.3％
13 電気機器 1.4％ 2.0％ 1.1％ 1.1％ 4.0％ 0.2％ 1.5％
14 情報・通信機器 0.4％ 0.9％ 0.2％ 0.4％ 0.5％ 0.1％ 0.1％
15 電子部品 0.3％ 0.7％ 1.3％ 3.1％ 2.6％ 0.2％ 3.2％
16 輸送機器 0.6％ 1.7％ 1.0％ 1.2％ 4.6％ 0.1％ 0.5％
17 精密機械 0.2％ 0.1％ 0.9％ 0.0％ 0.7％ 0.6％ 1.1％
18 その他の製造工業製品 2.1％ 2.2％ 2.5％ 3.5％ 6.0％ 1.3％ 2.0％
19 建設 4.1％ 5.7％ 4.9％ 6.7％ 6.2％ 5.3％ 8.2％
20 電力・ガス・熱供給 1.1％ 1.5％ 1.5％ 1.7％ 0.1％ 1.9％ 13.8％
21 水道・廃棄物処理 1.0％ 1.1％ 1.0％ 1.5％ 0.8％ 1.6％ 0.9％
22 商業 20.9％ 10.0％ 11.8％ 8.6％ 6.2％ 8.0％ 10.0％
23 金融・保険 6.0％ 5.1％ 5.1％ 5.4％ 4.0％ 4.9％ 4.5％
24 不動産 10.3％ 13.0％ 14.8％ 16.4％ 12.2％ 10.2％ 8.7％
25 運輸 5.0％ 5.8％ 4.2％ 3.4％ 3.3％ 4.1％ 3.6％
26 通信・放送 5.3％ 2.7％ 4.4％ 3.0％ 2.1％ 3.0％ 3.0％
27 公務 3.8％ 5.2％ 4.8％ 6.7％ 4.4％ 6.2％ 4.3％
28 教育・研究 4.8％ 6.3％ 7.1％ 7.2％ 6.1％ 5.4％ 5.2％
29 医療・保健・社会保障・介護 6.2％ 6.4％ 6.9％ 8.0％ 4.6％ 7.1％ 5.9％
30 その他の公共サービス 0.5％ 0.8％ 1.2％ 1.5％ 0.9％ 1.2％ 1.0％
31 対事業所サービス 9.4％ 4.8％ 4.7％ 3.1％ 3.1％ 3.2％ 4.3％
32 対個人サービス 5.2％ 7.2％ 7.5％ 5.7％ 4.0％ 5.4％ 5.0％
33 事務用品 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％
34 分類不明 -0.1％ -0.1％ -0.1％ -0.2％ -0.1％ 0.0％ -0.1％
35 全体 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
出所）近畿各府県産業連関表より筆者計算
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2 　近畿 2府 5県の自給自足構造

　前節では、生産と付加価値の観点から近畿 2府 5県の産業を考察したが、本

節では自給自足構造を比較・検討してみよう。表Ⅰ- 3 が自給自足率を計算した

ものであり、図Ⅰ- 4 ～10がスカイライン図表を描いたものである4）。

　まず表Ⅰ- 3 最下段の全体の自給自足率をみると、最も高いのは滋賀県の

118.4％であるが、福井も 2番目に高く、112.8％にも達していることがわか

る。以下、大阪（111.1％）、和歌山（107.4％）と続き、100％近辺に京都（102.7

％）、兵庫（101.3％）があり、最も低いのが奈良（82.6％）となっている。

　それぞれの産業の自給自足率は表Ⅰ- 3 にも掲載されているが、表Ⅰ- 3 から

は全体にしめる割合、経済全体への影響がわからない。それをヴィジュアルに

示しているのがスカイライン図表である。スカイライン図表では、縦軸に輸入

率や自給自足率を示し、横軸には国内生産額にしめる割合が示されている5）。

そこでこれを利用して各府県の産業の特色をみていこう。

　図Ⅰ- 4 の大阪のスカイラインをみると、自給自足率自体は鉄鋼や金属製品

が最も高く200％を超えているが、府全体にしめる割合は商業の方がはるかに

大きく、グラフの幅もきわめて広いことがわかる。全体としての自給自足率の

高さは、この商業による寄与が大きいといえるだろう。さらに電気機械や一般

機械の自給自足率の高さや、対事業所サービスの生産構成の大きさも貢献して

いる。

　これに対して図Ⅰ- 5 の兵庫は、まったく異なる様相を呈している。自給自

足率が最も高いのは鉄鋼であり、電気機械、一般機械、電子部品、情報・通信

機械、金属製品といった製造業がそれに続いている。しかも経済全体に占める

それらの産業割合は、かなり高い。ところが他方でサービス産業の自給自足率

が100％を下回る産業が多く、これが全体としての自給自足率が100％程度で前

後している要因となっている。
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

表Ⅰ- 3　近畿 2府 5県の自給自足率（2005年）

大阪府 兵庫県 京都府 奈良県 滋賀県 和歌山県 福井県
1 農林水産業 9.4％ 39.3％ 55.7％ 57.8％ 83.3％ 117.7％ 55.6％
2 鉱業 1.2％ 5.4％ 10.0％ 4.9％ 6.9％ 18.7％ 17.7％
3 飲食料品 41.6％ 113.1％ 198.1％ 64.3％ 103.7％ 80.6％ 56.0％
4 繊維製品 71.0％ 38.9％ 111.5％ 147.7％ 175.5％ 147.9％ 801.3％
5 パルプ・紙・木製品 71.9％ 78.4％ 77.3％ 109.5％ 134.9％ 89.4％ 126.4％
6 化学製品 130.8％ 108.3％ 39.1％ 29.9％ 221.1％ 233.6％ 155.1％
7 石油・石炭製品 104.4％ 12.9％ 1.4％ 6.0％ 4.9％ 414.2％ 3.5％
8 窯業・土石製品 61.3％ 112.6％ 150.3％ 57.8％ 515.1％ 78.8％ 145.5％
9 鉄鋼 201.9％ 273.5％ 25.5％ 28.8％ 45.3％ 568.0％ 26.8％
10 非鉄金属 91.4％ 75.9％ 63.9％ 54.4％ 149.1％ 28.6％ 176.6％
11 金属製品 206.1％ 151.1％ 98.6％ 154.8％ 209.9％ 74.3％ 110.2％
12 一般機械 165.3％ 220.2％ 126.7％ 219.1％ 265.5％ 217.7％ 205.6％
13 電気機器 188.6％ 237.7％ 178.4％ 216.7％ 405.0％ 22.9％ 260.7％
14 情報・通信機器 62.5％ 190.1％ 41.5％ 78.1％ 92.6％ 11.0％ 61.7％
15 電子部品 81.5％ 197.9％ 251.1％ 519.1％ 330.7％ 34.2％ 774.6％
16 輸送機器 43.1％ 127.0％ 100.1％ 68.1％ 293.7％ 7.5％ 80.1％
17 精密機械 47.4％ 34.2％ 385.0％ 18.2％ 212.4％ 364.5％ 858.0％
18 その他の製造工業製品 108.6％ 115.6％ 114.1％ 159.3％ 322.2％ 68.1％ 138.1％
19 建設 101.8％ 100.1％ 100.0％ 98.2％ 98.8％ 100.2％ 103.6％
20 電力・ガス・熱供給 90.2％ 95.6％ 116.1％ 57.2％ 11.7％ 117.2％ 628.4％
21 水道・廃棄物処理 103.1％ 97.7％ 90.7％ 91.2％ 101.2％ 98.0％ 86.8％
22 商業 187.0％ 77.7％ 100.7％ 64.0％ 55.1％ 59.8％ 81.7％
23 金融・保険 113.6％ 88.9％ 95.2％ 71.8％ 84.9％ 96.7％ 88.3％
24 不動産 108.3％ 99.1％ 100.3％ 97.1％ 96.0％ 94.6％ 92.9％
25 運輸 118.0％ 115.4％ 95.8％ 67.9％ 84.5％ 82.3％ 90.1％
26 通信・放送 102.5％ 50.5％ 87.8％ 51.4％ 43.4％ 58.1％ 57.5％
27 公務 99.3％ 99.4％ 99.7％ 99.2％ 99.5％ 100.3％ 99.7％
28 教育・研究 104.9％ 112.4％ 108.2％ 90.3％ 133.8％ 99.9％ 102.2％
29 医療・保健・社会保障・介護 100.0％ 100.5％ 101.0％ 98.0％ 102.4％ 100.0％ 99.1％
30 その他の公共サービス 103.6％ 95.2％ 140.8％ 98.9％ 131.0％ 139.6％ 99.4％
31 対事業所サービス 134.8％ 61.0％ 78.3％ 34.4％ 44.8％ 46.0％ 62.5％
32 対個人サービス 97.8％ 112.7％ 160.6％ 79.8％ 91.7％ 92.9％ 92.6％
33 事務用品 121.2％ 96.4％ 105.6％ 80.6％ 98.0％ 84.6％ 100.8％
34 分類不明 83.7％ 81.3％ 75.7％ 64.7％ 87.7％ 139.5％ 93.2％
35 全体 111.4％ 101.3％ 102.7％ 82.6％ 118.4％ 107.4％ 112.8％
出所）近畿各府県産業連関表より筆者計算
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図Ⅰ- 5　兵庫のスカイライン図表
出所）2005年兵庫県産業連関表より筆者作成
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図Ⅰ- 4　大阪のスカイライン図表
出所）2005年大阪府産業連関表より筆者作成
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

　京都も大阪と並んでサービスの生産構成割合が高い。しかし対事業所よりも

対個人のサービスの方が構成比も高く、また自給自足率も高い点で事情は異な

っている。観光・飲食・宿泊等も含む対個人サービスの自給自足率が150％を超

えるというのは、他の府県にはみられないようないかにも京都らしい特徴であ

る。サービスではさらに、その他の公共サービスが140.8％と高い自給自足率

を示しているが生産構成は小さい。京都らしい特徴はさらに製造業にもみられ

る。まず飲食料品の自給自足率が200％弱にも達しており、しかも全体にしめ

る生産割合も 7％近くもあり、大きな影響力を持っていることである。近畿圏

でもこれほどの自給自足率を達成している府県はない。また生産構成は大きく

ないが、精密機械や電子部品、電気機械等の自給自足率の高さも京都の特徴で

ある。

　奈良の特徴はまず、本稿のように34部門に分類した場合に、自給自足率が

100％を超えるサービス業が 1つもないという点である。生産構成では大きな

図Ⅰ- 6　京都のスカイライン図表
出所）2005年京都府畿産業連関表より筆者作成
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割合をしめる不動産業や商業も100％を下回っている。これが全体としての自

給自足率が低い 1つの大きな要因となっている。一方、製造業では電子部品が

500％を超える高い構成比と自給自足率を示している。一般機械や電気機械、

その他の製造業等も自給自足率は高い方である。しかし逆に農林水産業や飲食

料品、輸送機械、精密機械等で自給自足率は100％を下回っている。

　表Ⅰ- 3 でみたように、滋賀は全体の自給自足率が近畿で最も高かったが、

図Ⅰ- 8 を見てもそれを納得することができる。自給自足率が100％を大きく超

える製造業が多く、一般機械や輸送機械、電気機械、その他の製造業、パル

プ・紙製品等では自給自足率ばかりか生産構成比も高く、県経済全体への影響

力も高くなっている。そして逆に、鉱業や石油・石炭製品を除いて100％を下回

るような産業はほとんどない。またサービスは自給自足率が100％を下回るも

のが多いが、教育・研究は100％を大きく超えて近畿圏で最も高くなっている。
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図Ⅰ- 7　奈良のスカイライン図表
出所）2005年奈良県産業連関表より筆者作成
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

　和歌山の特徴は、何といっても鉄鋼や石油・石炭製品、さらに化学製品の自

給自足率がきわめて高く、県経済にしめる生産額の割合も高いことから影響力

が異常に大きいことである。自給自足率が100％を下回る産業が多いにもかか

わらず、全体としての自給自足率が100％以上であるのは、ひとえにこれらの

産業に依っている。和歌山というと農林水産業の県というイメージが強いが、

その通念もこのスカイライン図表によって修正を迫られることになる。近畿圏

でもこれほど鉄鋼や石油・石炭製品が大きな割合と影響力を有する府県はない。

　さて最後に、このような 2府 4県と比較して、福井の自給自足構造の特徴は

どこにあるだろうか。まずあげられるのが、最も生産構成が大きな電力・ガス

が600％というきわめて高い自給自足率を誇っていることである。滋賀を除く

多くの府県では、電力・ガスの自給自足率は100％前後であることを考慮するな

らば、異常に高い自給自足率であるといってもいいだろう。この電力以上に自

給自足率が高いのが繊維製品や電子部品である。図Ⅰ-10の座標軸をみてもわ
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図Ⅰ- 8　滋賀のスカイライン図表
出所）2005年滋賀県産業連関表より筆者作成
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図Ⅰ- 9　和歌山のスカイライン図表

図Ⅰ-10　福井のスカイライン図表

出所）2005年和歌山県産業連関表より筆者作成

出所）2005年福井県産業連関表より筆者作成
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

かるように近畿圏では最も高い自給自足率であり、きわめて起伏の激しい図表

となっている。

3　大阪と福井の詳細比較 1 ─自給自足構造─

　以上では近畿 2府 5県を生産構成や自給自足率の観点から比較・考察した。

そのなかで福井の特徴も明らかになってきたが、さらに比較の対象を大阪に絞

り、産業分類も詳細にすることによって考察を進めよう。たとえば34部門分類

での比較では、電力とガスが同一部門となっていたが、別部門とした方が電力

の福井、ガスの大阪といった特徴が浮き彫りにできるだろう。

　まず本節では、前節でおこなったスカイライン分析を、より詳細な85部門の

産業分類でも試みた。表Ⅰ- 4 は大阪と福井の産業連関表から輸出率、輸入率、

自給自足率（＝ 1＋輸出率－輸入率）を計算したものであり、図Ⅰ-11、Ⅰ-12

がそれをもとに描いたスカイライン図表である。詳細分類の割に図表が小さい

ため見づらくなっているが、大まかな特徴を把握できれば良いだろう。

　スカイライン図表を見ると、大阪は34部門で描いた図Ⅰ- 4 と基本的形状は

変わっていないのに対して、福井の場合は図Ⅰ-10と比較してよりいっそう起

伏が激しくなっている。同一部門となっていた産業を分離・独立化させること

により、自給自足率が大きく上昇している産業があるためである。たとえば繊

維工業製品がその 1つであり、自給自足率は実に1,522％というような驚くべ

き水準に達している。

　福井ではこの繊維工業製品に続いて精密機械、電子計算機等電子部品、電

力、化学繊維、その他の電気機器、ガラス製品といった順に自給自足率が高く

なっている。とりわけ電力は内生85部門から計算しても約740％の自給自足率

であり、また県での生産構成も最も大きく影響力も高い。景気の動向が電力需

要にも影響するが、その電力需要に応じる電力生産が県経済の景気にも影響す

る形となっており、福井経済の根幹の 1つをなしているともいえるだろう。こ
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のような経済状況はもちろん大阪とも大きく異なるし、全国的にみても希有な

ものであろう。ところが、電力ではこのようにきわめて高い自給自足率を達成

している福井であるが、同じエネルギー産業のガスでは自給自足率が30％と著

しく低く、200％以上の大阪とは大きな格差が生じている。さらに石油・石炭製

品においても、3.7％と驚異的に低い数値である。したがってエネルギーのな

かでも電力、電力のなかでも原発に特化した県といえるだろう。

　経済全体としての自給自足率は大阪が110.8％、福井が113.9％と大きな差は

ないが、その中身が大きく異なることは電力部門 1つみてもわかるが、その他

の産業を比較しても相違は顕著である。たとえば銑鉄・粗鋼や鋳鍛造品では大

阪の自給自足率は100％をはるかに上回っているが、福井では20％前後である。

しかし逆に非鉄金属精錬・製品等では、福井の自給自足率は100％を超えて大阪

よりもはるかに高い数値を示している。全般的に製造業では、福井の自給自足

率の高さが目立っており、特に繊維、木材、ゴム、ガラス等の軽工業、電子部

品、電子機器、機械等で顕著である。また第 1次産業も大阪より高くなってい

るが、福井も農林業の自給自足率が100％を超えているわけではない。漁業が

唯一100％を超えている程度である。

　さらに大阪と福井が大きく異なるのは、特にサービス関連産業である。福井

で自給自足率が100％を上回る産業を挙げるのは容易である。その数が少ない

からである。実際、道路輸送、教育、研究、医療・保健、飲食店、宿泊業のみ

である。このなかでも、自給自足率が大阪を大きく上回り、200％近くに到達

しているのが宿泊業である。しかし他のサービスは軒並み100％割れである。

著しく自給自足率が低いサービス業として鉄道輸送、水運・航空輸送、インタ

ーネット付随サービス、広告、物品賃貸、娯楽をあげることができる。逆に大

阪で自給自足率が顕著に高いサービスとして商業、水運・航空輸送、物品賃貸

サービスがあり、これらの自給自足率は180％を超えている。



（17）

Ⅰ　福井の経済構造（良永）
輸
出
率

輸
入
率

自
給
自
足
率

大
阪

福
井

大
阪

福
井

大
阪

福
井

1
耕
種
農
業

23
.6

91
.7
11
7.
7
13
4.
5

5.
9
57
.2

2
畜
産

35
.2

89
.4
13
2.
5
14
2.
4

2.
7
47
.0

3
農
業
サ
ー
ビ
ス

13
.6

75
.3

64
.9
11
8.
2
48
.6

57
.1

4
林
業

46
.3

46
.8
14
4.
7
79
.4

1.
6
67
.5

5
漁
業

28
.9
11
9.
2
12
3.
5
95
.9

5.
4
12
3.
2

6
鉱
業

11
9.
6
20
3.
9
21
8.
4
28
8.
8

1.
2
15
.1

7
食
料
品

40
.7

76
.1

93
.1
10
8.
5
47
.6

67
.6

8
飲
料

29
.6

34
.3

91
.5
10
7.
7
38
.1

26
.6

9
飼
料
・
有
機
質
肥
料
・
た
ば
こ

8.
5
58
.6
10
6.
5
14
4.
4

2.
0
14
.3

10
繊
維
工
業
製
品

16
5.
8
19
20
.8
15
2.
5
49
9.
3
11
3.
3
15
21
.5

11
衣
服
・
そ
の
他
の
繊
維
既
製
品

53
.1
34
8.
0
10
4.
2
12
2.
3
48
.9
32
5.
7

12
製
材
・
木
製
品

82
.0
17
6.
5
13
0.
2
15
2.
9
51
.8
12
3.
6

13
家
具
・
装
備
品

13
0.
1
17
0.
7
12
1.
8
15
0.
1
10
8.
2
12
0.
6

14
パ
ル
プ
・
紙
・
板
紙
・
加
工
紙

14
2.
6
31
6.
4
20
9.
6
29
5.
4
33
.1
12
1.
0

15
紙
加
工
品

14
0.
8
21
3.
1
13
7.
6
20
1.
1
10
3.
1
11
2.
0

16
印
刷
・
製
版
・
製
本

15
0.
7
15
3.
3
12
1.
4
17
4.
6
12
9.
3
78
.7

17
無
機
化
学
工
業
製
品

20
8.
9
63
4.
8
22
1.
7
48
8.
5
87
.2
24
6.
3

18
石
油・
有
機
化
学
製
品・
合
成
樹
脂
32
2.
8
62
4.
2
28
0.
6
60
6.
0
14
2.
2
11
8.
2

19
化
学
繊
維

14
9.
8
16
80
.0
21
2.
7
10
76
.9

37
.1
70
3.
1

20
化
学
肥
料
・
医
薬
品
等

14
8.
3
22
2.
5
10
9.
6
16
4.
7
13
8.
8
15
7.
8

21
石
油
・
石
炭
製
品

12
0.
8
85
.2
12
0.
5
18
1.
5
10
0.
3

3.
7

22
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
製
品

19
8.
9
47
6.
6
16
5.
1
31
4.
2
13
3.
8
26
2.
4

23
ゴ
ム
製
品

15
7.
0
12
3.
5
16
1.
4
21
3.
7
95
.5

9.
9

24
な
め
し
革
・
毛
皮
・
同
製
品

49
.2

63
.9
10
0.
4
15
2.
7
48
.8

11
.3

25
ガ
ラ
ス
・
ガ
ラ
ス
製
品

14
2.
0
84
9.
1
15
5.
8
35
6.
0
86
.2
59
3.
1

26
セ
メ
ン
ト
・
セ
メ
ン
ト
製
品

19
.7

78
.0

64
.4

68
.0

55
.3
11
0.
0

27
陶
磁
器
・
他
の
窯
業
・
土
石
製
品

11
9.
9
19
1.
3
17
1.
5
24
9.
5
48
.4

41
.7

28
銑
鉄
・
粗
鋼
・
鋼
材

46
8.
2
16
4.
9
37
3.
9
23
7.
4
19
4.
3
27
.5

29
鋳
鍛
造
品

35
0.
1
22
1.
4
18
7.
0
29
4.
6
26
3.
1
26
.7

30
非
鉄
金
属
製
錬
・
精
製

29
4.
6
44
3.
1
35
4.
6
42
6.
5
40
.0
11
6.
6

31
非
鉄
金
属
加
工
製
品

23
3.
9
58
1.
9
19
2.
6
31
5.
7
14
1.
4
36
6.
2

32
建
設
・
建
築
用
金
属
製
品

13
6.
6
12
3.
6
83
.0
11
2.
0
15
3.
6
11
1.
6

33
そ
の
他
の
金
属
製
品

29
1.
2
24
1.
5
15
5.
1
23
0.
9
23
6.
0
11
0.
6

34
一
般
産
業
機
械

20
8.
4
20
5.
6
12
4.
6
20
6.
6
18
3.
8
98
.9

35
特
殊
産
業
機
械

16
8.
3
56
1.
8
10
5.
5
21
3.
3
16
2.
8
44
8.
5

36
そ
の
他
の
一
般
機
械
器
具
及
び
部
品
28
2.
3
41
1.
9
11
7.
7
31
9.
9
26
4.
6
19
2.
0

37
事
務
用
・
サ
ー
ビ
ス
用
機
器

42
.1
19
7.
4
10
6.
3
15
2.
9
35
.8
14
4.
5

38
産
業
用
電
気
機
器

11
8.
7
31
7.
8
11
5.
8
16
2.
6
10
2.
9
25
5.
2

39
電
子
応
用
装
置
・
電
気
計
測
器

70
.6
13
7.
3
70
.4
14
5.
7
10
0.
2
91
.6

40
そ
の
他
の
電
気
機
器

45
6.
8
74
8.
4
12
0.
9
22
0.
8
43
5.
9
62
7.
6

41
民
生
用
電
気
機
器

16
0.
6
24
.0

73
.1
10
3.
2
18
7.
6
20
.8

42
通
信
機
械
・
同
関
連
機
器

85
.7

34
.7

98
.3

72
.0

87
.4

62
.7

43
電
子
計
算
機
等
電
子
部
品

11
9.
4
12
04
.0
16
2.
1
49
5.
1
57
.3
80
8.
9

輸
出
率

輸
入
率

自
給
自
足
率

大
阪

福
井

大
阪

福
井

大
阪

福
井

44
自
動
車
・
部
品
・
付
属
装
置

53
.7
20
1.
4
11
9.
8
20
4.
2
33
.9

97
.2

45
船
舶
・
同
修
理

73
.1

51
.5
11
3.
0
12
6.
9
60
.2

24
.6

46
そ
の
他
の
輸
送
機
械
・
同
修
理

11
9.
5
59
.2
14
2.
2
14
9.
1
77
.3

10
.1

47
精
密
機
械

56
.5
92
0.
0
10
9.
1
13
7.
4
47
.4
88
2.
6

48
そ
の
他
の
製
造
工
業
製
品

10
2.
0
12
0.
6
11
6.
5
12
0.
0
85
.5
10
0.
6

49
建
築

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0
10
0.
0
10
0.
0

50
建
設
補
修

57
.8
13
0.
3
46
.8

72
.9
11
1.
0
15
7.
4

51
公
共
事
業

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0
10
0.
0
10
0.
0

52
そ
の
他
の
土
木
建
設

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0
10
0.
0
10
0.
0

53
電
力

68
.0
72
8.
3
10
4.
4
88
.8

63
.6
73
9.
5

54
ガ
ス
・
熱
供
給

15
6.
6
57
.5

34
.4
12
7.
4
22
2.
2
30
.0

55
水
道

28
.8

50
.2

25
.3

64
.8
10
3.
4
85
.4

56
廃
棄
物
処
理

26
.4

44
.2

26
.4

52
.5
10
0.
0
91
.7

57
商
業

15
9.
0
43
.4

73
.6

59
.9
18
5.
4
83
.6

58
金
融
・
保
険

68
.1

59
.1

55
.5

71
.6
11
2.
6
87
.6

59
不
動
産
仲
介
及
び
賃
貸

19
.5

9.
3
11
.0

16
.9
10
8.
5
92
.4

60
鉄
道
輸
送

46
.8

85
.5

34
.3
14
5.
8
11
2.
5
39
.7

61
道
路
輸
送
（
除
自
家
輸
送
）

91
.2

95
.7
10
2.
4
90
.4

88
.8
10
5.
2

62
水
運
・
航
空
輸
送

22
2.
7
10
0.
8
14
1.
7
16
3.
1
18
1.
0
37
.8

63
倉
庫

12
0.
0
11
6.
9
92
.4
14
9.
1
12
7.
7
67
.8

64
運
輸
付
帯
サ
ー
ビ
ス

19
1.
1
47
.3
11
5.
0
67
.5
17
6.
0
79
.8

65
通
信

51
.4

25
.5

36
.7

57
.2
11
4.
8
68
.3

66
放
送

93
.5

38
.1

54
.3

74
.9
13
9.
2
63
.2

67
情
報
サ
ー
ビ
ス

47
.3

48
.0

55
.1
11
1.
4
92
.2

36
.7

68
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス

10
7.
3
68
.9
11
5.
2
14
0.
2
92
.1

28
.8

69
映
像
・
文
字
情
報
制
作

10
9.
3
71
.8
10
9.
5
12
8.
9
99
.8

42
.9

70
公
務

3.
7

3.
5

4.
5

3.
8
99
.3

99
.8

71
教
育

1.
7

2.
1

1.
6

1.
6
10
0.
0
10
0.
5

72
研
究

13
6.
6
12
7.
3
12
6.
4
11
7.
9
11
0.
2
10
9.
3

73
医
療
・
保
健

0.
0

0.
0

0.
0

0.
0
10
0.
0
10
0.
0

74
社
会
保
障
・
介
護

0.
0

0.
0

0.
0

2.
8
10
0.
0
97
.2

75
そ
の
他
の
公
共
サ
ー
ビ
ス

24
.9

12
.3

21
.1

14
.2
10
3.
8
98
.1

76
広
告

13
7.
2
97
.5

78
.2
17
1.
0
15
9.
0
26
.5

77
物
品
賃
貸
サ
ー
ビ
ス

16
5.
6
83
.4

76
.5
13
4.
9
18
9.
2
48
.6

78
自
動
車
・
機
械
修
理

74
.1
13
1.
6
73
.6
13
3.
3
10
0.
5
98
.3

79
そ
の
他
の
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス

76
.4

51
.6

54
.5

89
.2
12
1.
9
62
.4

80
娯
楽
サ
ー
ビ
ス

12
.6

3.
7
11
.4

54
.1
10
1.
1
49
.7

81
飲
食
店

24
.1

17
.3

14
.6

0.
8
10
9.
6
11
6.
5

82
宿
泊
業

32
.6

90
.1

81
.2

0.
0
51
.4
19
0.
1

83
洗
濯
・
理
容
・
美
容
・
浴
場
業

4.
4

1.
8

4.
3
19
.0
10
0.
0
82
.8

84
そ
の
他
の
対
個
人
サ
ー
ビ
ス

6.
5

4.
0

4.
9

9.
9
10
1.
6
94
.2

85
分
類
不
明

85
.8

83
.6
10
2.
2
89
.4

83
.5

94
.2

86
合
計

83
.0
10
3.
3
72
.2

89
.4
11
0.
8
11
3.
9

表
Ⅰ
-
4
　
大
阪
と
福
井
の
輸
出
入
・
自
給
自
足
率
比
較
（
20
05
年
；
詳
細
版
）

�（
単
位
：
％
）

出
所
）
大
阪
府
及
び
福
井
県
産
業
連
関
表
よ
り
筆
者
作
成
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自給率 輸入率 

100% 

150% 

200% 

250% 

300% 

350% 

400% 

450% 

500% 

550% 

50% 

 0% 

 20%  40%  60%  80% 

分
類
不
明

そ
の
他
の
対
個
人
サ
ー
ビ
ス

洗
濯
・
理
容
・
美
容
・
浴
場
業

宿
泊
業

飲
食
店

娯
楽
サ
ー
ビ
ス

そ
の
他
の
対
事
業
所
サ
ー
ビ
ス

自
動
車
・
機
械
修
理

物
品
賃
貸
サ
ー
ビ
ス

広
告

そ
の
他
の
公
共
サ
ー
ビ
ス

社
会
保
障
・
介
護

医
療
・
保
健

研
究

教
育

公
務

映
像
・
文
字
情
報
制
作

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
附
随
サ
ー
ビ
ス

情
報
サ
ー
ビ
ス

放
送

通
信

運
輸
付
帯
サ
ー
ビ
ス

倉
庫

水
運
・
航
空
輸
送

道
路
輸
送
（
除
自
家
輸
送
）

鉄
道
輸
送

不
動
産
仲
介
及
び
賃
貸

金
融
・
保
険

商
業

廃
棄
物
処
理

水
道

ガ
ス
・
熱
供
給

電
力

そ
の
他
の
土
木
建
設

公
共
事
業

建
設
補
修

建
築

そ
の
他
の
製
造
工
業
製
品

精
密
機
械

そ
の
他
の
輸
送
機
械
・
同
修
理

船
舶
・
同
修
理

自
動
車
・
部
品
・
付
属
装
置

電
子
計
算
機
等
電
子
部
品

通
信
機
械
・
同
関
連
機
器

民
生
用
電
気
機
器

そ
の
他
の
電
気
機
器

電
子
応
用
装
置
・
電
気
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図Ⅰ-12　福井のスカイライン図表（85部門版）

図Ⅰ-11　大阪のスカイライン図表（85部門版）

出所）2005年福井県産業連関表より筆者作成

出所）2005年大阪府産業連関表より筆者作成
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

4 　大阪と福井の詳細比較 2 ─生産・雇用誘発─

　次に各産業の最終需要が誘発している生産額とその割合を、大阪と福井で比

較してみる。たとえば電力は、他産業の生産等のために電力生産（発電）が誘

発されているが、他方、電力自体もその生産のために他産業の製品やサービス

の需要を通して、他産業の生産を誘発している6）。この対照を一覧表にして示

したのが表Ⅰ- 5 - 1 である。たとえば、大阪では食料品は9,913億6,900万円の

生産額があり、府全体の生産額の1.4％をしめる産業であるが、移輸出を含め

た大阪の食料品への最終需要は、食料品だけではなく他産業も含めて 1兆

2,033億9,100万円もの生産を誘発している。このような計算を行うと、生産額

には対象としている産業のみの生産額が計上されるが、誘発額には対象として

いる産業だけではなく、他産業に誘発される生産額も含めて計上され、全体

（表Ⅰ- 5 の右下欄）としては両者等しくなる。当然、当該産業の生産額以上の

生産を他産業に誘発する産業もあれば、逆に誘発額が少なく当該産業の生産額

以下の産業も存在するからである。

　全体としての大阪と福井の共通性、相違性は表Ⅰ- 5 - 1 を要約した図Ⅰ-13

からも明らかであるが、ここではいくつかの産業についてみてみよう。まず生

産構成でも自給自足率でも大阪と福井で大きな違いがみられた電力であるが、

やはり誘発構造でも著しい相違がみられる。電力生産額では福井は大阪とほぼ

同額を生産しているが、府県経済全体にしめる割合は規模が異なるため、大阪

では 1％にも達しないのに対して、福井では10％以上の割合である。しかし電

力需要が自他産業に誘発する生産額は大きく異なっている。大阪では電力への

最終需要は自他産業に電力生産額の約半分しか生産を誘発しないのに対し

て7）、福井ではその倍以上の7,394億7,200万円も誘発しており、福井での電力

生産額を超えている。そして福井県経済の11.9％もしめており、生産誘発とい

う点で他産業への影響が最も大きいことがわかる。
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Ⅰ　福井の経済構造（良永）

　福井で 2番目に誘発額が大きいのが商業であるが、図Ⅰ-13をみてもわかる

ように、この商業が電力とは逆の意味で大阪とは異なっている。すなわち大阪

では、商業生産額は府経済の17.5％もしめて最も高い割合を示しているが、そ

の影響力はさらに高く、全誘発額の21.5％をしめている。商業自体の生産額を

越える生産誘発を、商業以外の産業にももたらしているという点では大阪では

最も影響力のある産業である。生産構成比が高い点では福井も同様であり、電

力に次ぐ割合となっているが、商業自体が誘発する生産額は商業生産額自体よ

りも少なく、その構成比も電子計算機等電子部品とほぼ同等の 6％強である。

【大阪：生産額＜誘発額】【福井：生産額＞誘発額】

3 ．農業サービス
23．ゴム製品
30．非鉄金属精製
39．電子応用装置・電気計測器
45．船舶・修理
48．その他の製造業製品
57．商業
59．不動産仲介・賃貸
60．鉄道輸送
62．水運・航空輸送

【大阪：生産額＞誘発額】【福井：生産額＞誘発額】

1 ．耕種農業
2．畜産
4．林業
5．漁業
6．鉱業
26．セメント製品
50．建設補修
54．ガス・熱供給
55．水道
56．廃棄物処理
58．金融・保険
61．道路輸送

63．倉庫
64．運輸付帯サービス
65．通信
67．情報サービス
68．インターネット付随
69．映像文字情報
72．研究
76．広告
77．物品賃貸
78．自動車・機械修理
79．他の対事業所
85．分類不明

【大阪：生産額＜誘発額】【福井：生産額＜誘発額】

7 ．食料品
8．飲料
9．飼料・たばこ
10．繊維工業製品
11．衣服
13．家具
18．石油・合成樹脂
19．化学繊維
20．化学肥料・医薬品
22．プラスティック製品
24．皮革製品
27．陶磁器・土石製品
28．銑鉄・粗鋼
32．建設用金属製品

33～38：一般・事務機械
40～44：電気機械・自動車
46～47：精密機械等
49．建築
51～52：公共事業・土木
70～71：公務・教育
73～74：医療・社会保障
80～84：娯楽、対個人

【大阪：生産額＞誘発額】【福井：生産額＜誘発額】

12．製材・木製品
14．パルプ・紙製品
15．紙加工品
16．印刷・製本
17．無機化学工業製品
21．石油・石炭製品
25．ガラス製品
29．鋳鍛造品
31．非鉄金属加工製品
53．電力
66．放送
75．その他の公共サービス

図Ⅰ-13　大阪と福井の生産額・誘発額の関連図
出所）大阪府及び福井県産業連関表より筆者作成
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　このように図Ⅰ-13の左上の欄は、大阪では誘発額が生産額よりも多いが、

福井では逆に生産額の方が多い産業が列挙してあり、商業以外に農業サービス

やゴム製品、不動産、道路を除く運輸等が含まれている。図Ⅰ-13の右下の欄

は、この逆に大阪では生産額の方が多いが、福井では誘発額の方が多い産業が

対象であり、電力以外に木材やパルプ、紙製品、ガラス製品、放送などが入っ

ている。

　また、大阪も福井も共通に誘発額よりも生産額の方が多い産業として、農林

漁業や鉱業、ガス、水道、金融・保険等のサービスがあり、これらの産業では

最終需要が他産業へ及ぼす生産波及効果よりは、他産業の最終需要によってこ

れらの産業の生産が誘発されていることが多い。すなわち影響力よりは感応度

が大きいともいえるだろう。また逆にそれぞれの産業の生産額よりも、最終需

要を通して自他産業への誘発額の方が多い産業が、食料品や飲料、繊維、衣

服、銑鉄・粗鋼、電気機械等機械類、建設、土木、教育、医療、対個人サービ

ス等であり、 4タイプに分類した中では最も産業数が多い。他産業からの中間

財やサービスに依存しているために、他産業への波及効果を通した生産誘発額

が多い産業であり、この点では大阪も福井も共通である。

　結局表Ⅰ- 5 - 1 からは、生産に関して、商業や不動産、医療・保健、公務、

建築、飲食店等の誘発割合が両府県に共通して高いことがわかるが、福井の特

徴として電力の誘発が10％を超えて特に大きく、また県内の6.2％に達する電

子計算機や4.2％の繊維製品の誘発割合もユニークであることがわかる。

　以上は生産に関する分析であるが、次に雇用に関する分析もみておこう。表

Ⅰ- 5 - 2 が各産業での就業者数と、各産業の最終需要が誘発している自他産業

の就業者数を大阪と福井で対照させた表であり、図Ⅰ-14はそれを要約した図

である。もちろん各産業で就業している就業者数と、それぞれの産業の最終需

要がそのための生産を通して各産業に誘発している就業者数は一般的には異な

るが、表Ⅰ- 5 - 1 の場合と同様に各産業の就業者数の合計は等しくなる。

　生産の場合と類似している面も多々みられる。たとえば農林水産業は、大阪
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でも福井でも農林水産業が誘発する就業誘発数よりも、各産業の最終需要が誘

発する農林水産業の就業者数の方が多く、生産の場合と同様である。これはも

ちろん農林水産業における就業者は、食料品や飲料等の最終需要による誘発に

大きく依存しているということである。逆に食料品や飲料ではその就業者数よ

りも、最終需要による生産を通して各産業に誘発している誘発数の方が多く、

これも両府県で共通である。

　生産の場合と異なる 1つの例は電力である。福井の電力は、生産額でも他産

業への誘発額でも県経済の10％以上をしめ、最も大きな割合と影響力を有して

いた。ところが就業者でみると、電力産業での就業者が全体のわずか0.7％の

3千人強に過ぎず、電力がその生産を通して自他産業に誘発している就業者も

1万 3千人を上回る程度である。福井県全体の就業者の2.9％は電力が誘発し

ている計算になるが、生産と比べてきわめて低い割合である。つまり就業の誘

発に関しては、福井でも電力は主要産業とは必ずしもいえないことになる。大

阪でもわずか0.2％となおさら低い。ただし、電力での就業者数よりも自他産

業での就業誘発数の方が多い点で、生産の場合と異なっており、福井と同じ特

徴を持っている。

　さらにガス・熱供給や水道は、生産の場合は大阪でも福井でも、当該産業で

の生産額の方が、当該産業が生産を通して自他産業に誘発している生産額より

も多かったが、就業者でみると大阪は逆である。すなわち福井と異なり大阪で

は、他産業に多く就業を誘発している。このような相違は、運輸付帯サービス

や物品賃貸サービスでもみられるし、さらに大阪や福井で最多の就業を誘発し

ている商業もそれに該当する。商業における就業者数の全体にしめる構成比

は、大阪でも福井でも最も高く、大阪で22.4％、福井で17.7％に達している。

しかし商業への最終需要が誘発している就業者数は、大阪ではさらに多く、構

成比も24.9％に達している。これは大阪の就業者の 4人に 1人は商業が誘発し

ていることを意味し、きわめて高い数値である。それに対して福井では、商業

の誘発数をみると、商業における就業者数よりも 5％以上も少なくなっている。
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　表Ⅰ- 5 - 2 をみると就業に関しては、大阪も福井も商業、飲食、医療・保健

の順に就業者の誘発数が多く、他産業への影響力が大きいことがわかる。ただ

し、大阪では 4番目に大きいのが社会保障・介護であるのに対して、福井では

4番目に公共事業、 5番目に耕種農業と続いており、大阪にない福井らしい特

徴がみられる。

5　近畿のなかの福井─地域間産業連関の分析─

　最後に、2005年の地域間産業連関表を用いて近畿のなかの福井について考察

【大阪：雇用数＜誘発数】【福井：雇用数＞誘発数】

3 ．農業サービス
23．ゴム製品
39．電子応用装置・電気計測器
45．船舶・修理
54．ガス・熱供給
55．水道
57．商業
60．鉄道輸送
64．運輸付帯サービス
77．物品賃貸

【大阪：雇用数＞誘発数】【福井：雇用数＞誘発数】

1 ．耕種農業
4．林業
5．漁業
6．鉱業
26．セメント製品
50．建設補修
56．廃棄物処理
58．金融・保険
61．道路輸送
63．倉庫
65．通信
67．情報サービス
68．インターネット付随

69．映像文字情報
72．研究
76．広告
78．自動車・機械修理
79．他の対事業所
83．洗濯・理容・美容
85．分類不明

【大阪：雇用数＜誘発数】【福井：雇用数＜誘発数】

7 ．食料品
8．飲料
9．飼料・たばこ
13．家具
14．パルプ・紙製品
18．石油・合成樹脂
19．化学繊維
20．化学肥料・医薬品
21．石油・石炭製品
24．皮革製品
27．陶磁器・土石製品
28．銑鉄・粗鋼
29．鋳鍛造品
30．非鉄金属精製
31．非鉄金属加工製品

33～38：一般・事務機械
40～44：電気機械・自動車
46～49：精密機械、建設等
51～53：土木、電力
59．不動産仲介・賃貸
62．水運・航空輸送
70～71：公務・教育
73～74：医療・社会保障
80～82：娯楽・飲食・宿泊
84．他の対個人サービス

【大阪：雇用数＞誘発数】【福井：雇用数＜誘発数】

2 ．畜産
10．繊維工業製品
11．衣服
12．製材・木製品
15．紙加工品
16．印刷・製本
17．無機化学工業製品
22．プラスティック製品
25．ガラス製品
32．建設用金属製品
66．放送
75．その他の公共サービス

図Ⅰ-14　大阪と福井の就業者数・就業誘発数の関連図
出所）大阪府及び福井県産業連関表（付帯表）より筆者作成
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しておこう。この地域間産業連関表は、各府県の産業を 5産業に統合したもの

しか公表されていないため、経済全体にわたる詳細な分析はできないが、電

力・ガスは独立の部門として計上されているため、エネルギー需給構造を捉え

ることはできる8）。

　まず表Ⅰ- 6 - 1 はこの地域間産業連関表から電力・ガスのフローのみを抽出

し、移輸出入とともに中間需要と最終需要を合計して表示したものである。府

県の生産額としては大阪が最も多く、兵庫、福井、京都と続いていることがわ

かる。

　また表Ⅰ- 6 - 2 は、国内生産額に輸入を加えた総供給にしめるそれぞれのフ

ロー額の割合を求めたもので、たとえば生産額の少ない滋賀では、総供給のほ

とんどを移輸出することなく県内で消費していることがわかる。大阪でも81.0

％と圧倒的に多くを府内で消費しているが、兵庫に7.2％、京都や滋賀にもそ

れぞれ3.5％を販売している。域外への移輸出割合が意外に高いのが京都であ

り、域内では最も高い大阪への1.0％をはるかに上回って12.2％に達している。

そして福井であるが、様々な点で域内他府県と大きく異なっている。まず福井

は自分の県で消費する以上の額を大阪に販売しており、それは総供給の約25％

にも及んでいる。もちろん大阪等大都市向けに関西電力が福井に建造した原子

力発電によって、県の需要をはるかに上回る余剰電力を生産・販売しているこ

とが大きく影響しているが、他の府県が生産額の80％以上を自地域に供給して

いることとは対照的であり、相違が際立っている。大阪以外にも兵庫と移輸出

にそれぞれ19.6％、京都に6.8％、滋賀にも5.7％供給している。

　さらに表Ⅰ- 6 - 3 は、表Ⅰ- 6 - 1 を列方向に構成比をとったものであり、各

府県における電力・ガス供給の地域構成を示している。自地域での生産が多い

福井では、他府県に依存する割合も低く、大阪にわずかに1.4％依存する程度で

ある。逆に自地域での生産が少ない滋賀では、その分他地域からの供給に依存

する割合も高く、大阪に19.2％、福井に16.3％依存する形となっている。近畿

各府県とも福井には10％以上依存しており、大阪にも奈良の15.8％を筆頭に依
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存している。近畿圏外への移輸出としては、62.3％をしめる福井が最も高く、

圏外からの移輸入では大阪が全体の60.1％、滋賀が30.1％という順である。

表Ⅰ- 6 - 1　電力・ガスの産出フロー（2005年）
� （単位：100万円）

域内中間・最終需要 移輸出 移輸入 府県内
産出額福　井 滋　賀 京　都 大　阪 兵　庫 奈　良

福　井 138,515 39,013 46,636 173,247 134,996 22,001 135,320 -11,445 678,283
滋　賀 0 153,428 0 0 0 0 192 -130,376 23,244
京　都 314 755 337,918 3,994 3,091 581 47,951 -220 394,384
大　阪 2,024 45,767 46,123 1,070,480 95,091 29,237 32,738 -260,591 1,060,869
兵　庫 0 0 17,086 0 734,662 0 992 -403 752,337
奈　良 6 11 14 49 38 133,513 167 -30,721 103,077
投入額 140,859 238,974 447,777 1,247,770 967,878 185,332 217,360 -433,756 3,012,194
出所）下田充他「関西地域間産業連関表（2005年版）の開発と応用」環太平洋産業連関分析学会第21回大会報告資

料をもとに筆者計算。

表Ⅰ- 6 - 2　各府県総供給にしめる割合（2005年）

域内中間・最終需要 移輸出 府県内
総供給福　井 滋　賀 京　都 大　阪 兵　庫 奈　良

福　井 20.1％ 5.7％ 6.8％ 25.1％ 19.6％ 3.2％ 19.6％ 100.0％
滋　賀 0.0％ 99.9％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.1％ 100.0％
京　都 0.1％ 0.2％ 85.6％ 1.0％ 0.8％ 0.1％ 12.2％ 100.0％
大　阪 0.2％ 3.5％ 3.5％ 81.0％ 7.2％ 2.2％ 2.5％ 100.0％
兵　庫 0.0％ 0.0％ 2.3％ 0.0％ 97.6％ 0.0％ 0.1％ 100.0％
奈　良 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 99.8％ 0.1％ 100.0％
投入額 4.1％ 6.9％ 13.0％ 36.2％ 28.1％ 5.4％ 6.3％ 100.0％
出所）下田充他「関西地域間産業連関表（2005年版）の開発と応用」環太平洋産業連関分析学会第21

回大会報告資料をもとに筆者計算。

表Ⅰ- 6 - 3　各府県の購入にしめる地域別電気・ガス割合（2005年）

域内中間・最終需要 移輸出 移輸入 府県内
産出額福　井 滋　賀 京　都 大　阪 兵　庫 奈　良

福　井 98.3％ 16.3％ 10.4％ 13.9％ 13.9％ 11.9％ 62.3％ 2.6％ 22.5％
滋　賀 0.0％ 64.2％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.1％ 30.1％ 0.8％
京　都 0.2％ 0.3％ 75.5％ 0.3％ 0.3％ 0.3％ 22.1％ 0.1％ 13.1％
大　阪 1.4％ 19.2％ 10.3％ 85.8％ 9.8％ 15.8％ 15.1％ 60.1％ 35.2％
兵　庫 0.0％ 0.0％ 3.8％ 0.0％ 75.9％ 0.0％ 0.5％ 0.1％ 25.0％
奈　良 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 0.0％ 72.0％ 0.1％ 7.1％ 3.4％
投入額 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％ 100.0％
出所）下田充他「関西地域間産業連関表（2005年版）の開発と応用」環太平洋産業連関分析学会第21回大会報告

資料をもとに筆者計算。
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　以上、地域間産業連関表をもとに近畿のエネルギー構造の考察を試みたが、

大阪や兵庫、福井が生産額においても、他府県への供給に関しても突出してお

り、また福井と近畿他府県との相互依存も顕著であることがわかった。そこで

次に、電気・ガス以外の産業を含めて一般的な産業連関分析行ってみよう。

　表Ⅰ- 7 が近畿各府県の生産が他府県の最終需要に依存している割合（生産誘

発依存度）を示したものである。まず一番下の近畿 2府 4県全体の欄をみると、

全体としては単独の府県ではなく近畿圏外への移出に29.9％、すなわち約 3割

は移出に依存していることになる。近畿のなかではやはり大阪の最終需要への

依存が大きく、28％にのぼっている。大阪の次は兵庫であるが、14.4％と大阪

の約半分に過ぎず大きな差があるといえる。 3番目は京都であるが、全体の生

産誘発依存度は兵庫のさらに半分であり、近畿圏全体の僅か7.1％を誘発して

いるに過ぎない。さらに滋賀、奈良、福井と低下するが、ここで最も低いのは

福井であり、福井の最終需要が近畿全体の生産誘発に貢献している割合は僅か

に2.3％に過ぎない。

　府県別にみると、まず最も規模が小さな福井では、全体の約半分にあたる

48.6％は県内の需要が誘発している。しかし電力・ガスは県内需要による生産

誘発は僅かに10.9％であり、移出や大阪、兵庫の最終需要による誘発の方が多

い。全体としても移出による誘発に30.2％も依存し、特に農林水産業は移輸出

によって 6割以上誘発されている。近畿のなかでは京都や滋賀よりも兵庫への

依存が全体としては高いが、それは特に電気・ガスの兵庫への依存度が14.5％

と高いためである。福井自身を除いて近畿には全体として11％依存している。

　滋賀は県内の最終需要に生産誘発を依存する割合が近畿圏でも最も低く、全

体として僅かに約38％に過ぎない。これは移出による生産誘発の依存度とほぼ

同じである。ただしその内容は産業によって異なり、県内需要に大きく依存し

ているのはその他サービスや電力・ガス、商業・運輸であるに対して、移出に

依存しているのが農林水産業や鉱工業である。輸出への依存度も近畿圏では最
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も高く、全体として13.1％である。福井とは逆に、近畿圏内では兵庫よりは京

都の最終需要への依存度が高く、隣接という地理的関係を反映した形となって

いる。

　京都は大阪や滋賀、福井と比べると近畿圏外への移出依存度が低く、全体で

22.7％に過ぎない。輸出への依存度もまた奈良の次に低い。奈良とともに鉱工

業の移出による生産誘発割合が低いためである。その分、全体としては府内の

最終需要への依存度が高くなっている。また近畿圏の最終需要にも13.4％と最

も高い依存度を示している。

　大阪の特徴は、輸出への依存度は最も低いものの、逆に移出への依存度が滋

賀に次いで高いこと、そして府内需要への依存度が高いのに対して、近畿圏内

の他府県の最終需要に対しては7.6％と依存度が最も低くなっていることであ

る。近畿圏では兵庫県への依存度が高く、特に電力・ガスでは兵庫県の最終需

要が生産の約 8％を誘発している。

　そしてその兵庫は、滋賀の次に輸出への依存度が高く、全体として12.8％と

他府県よりも若干であるが高くなっている。それは鉱工業製品やその輸出のた

めの商業・運輸サービスが生産を誘発する割合が他府県よりも高いためである。

移出による生産誘発依存度も、全体として28.5％と奈良、京都に次ぐ低さであ

る。その分、大阪の最終需要に依存する割合が全体として7.1％と最も高く、

近畿内では大阪と兵庫の関係が最も密であることがわかる。

　最後に奈良は、近畿圏外への移出依存度が全体として19.1％と、近畿圏では

最も低いという特徴がみられる。代わりに輸出依存度が高いというわけでもな

い。福井と同じぐらいである。他府県と大きく異なるのは、対外的な依存度で

はなく、県内最終需要に大きく依存している点である。全体として61.9％と 6

割を超えている近畿の府県は奈良のみである。近畿圏では大阪の最終需要に全

体として5.1％依存している。

　以上、近畿 2府 4県を個別に概観してきたが、近畿と福井県との関連につい

ては、福井の経済規模が小さいこともあり、ほとんどの府県で福井の最終需要
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表Ⅰ- 7　関西地域間最終需要生産誘発依存度（2005年）

最　終　需　要　項　目
合　計

福　井 滋　賀 京　都 大　阪 兵　庫 奈　良 移　出 輸　出

福井

農林水産業 32.7％ 1.6％ 1.0％ 2.2％ 1.1％ 0.3％ 53.9％ 7.4％ 100.0％
鉱 工 業 25.3％ 1.3％ 1.5％ 3.9％ 1.2％ 0.4％ 48.3％ 18.1％ 100.0％
電 力 ガ ス 10.9％ 3.7％ 5.4％ 18.9％ 14.5％ 3.0％ 37.4％ 6.1％ 100.0％
商 業 運 輸 68.1％ 2.1％ 0.9％ 2.4％ 1.5％ 0.3％ 18.0％ 6.6％ 100.0％
そ の 他 81.9％ 0.8％ 0.7％ 1.9％ 1.2％ 0.4％ 9.9％ 3.2％ 100.0％
全 体 48.6％ 1.5％ 1.6％ 4.6％ 2.7％ 0.7％ 30.2％ 10.1％ 100.0％

滋賀

農林水産業 0.6％ 28.3％ 1.1％ 3.4％ 1.2％ 0.3％ 60.0％ 5.1％ 100.0％
鉱 工 業 1.8％ 16.9％ 1.7％ 6.2％ 2.0％ 0.6％ 52.6％ 18.3％ 100.0％
電 力 ガ ス 1.0％ 53.7％ 1.5％ 3.7％ 1.3％ 0.5％ 27.9％ 10.5％ 100.0％
商 業 運 輸 1.3％ 52.5％ 1.9％ 3.7％ 1.6％ 0.5％ 27.8％ 10.7％ 100.0％
そ の 他 0.5％ 73.3％ 3.0％ 3.7％ 1.4％ 0.8％ 12.9％ 4.3％ 100.0％
全 体 1.3％ 37.9％ 2.1％ 5.2％ 1.8％ 0.7％ 38.0％ 13.1％ 100.0％

京都

農林水産業 1.2％ 1.3％ 47.7％ 5.5％ 5.1％ 0.6％ 26.3％ 12.3％ 100.0％
鉱 工 業 0.3％ 1.7％ 29.6％ 8.1％ 3.2％ 0.6％ 36.2％ 20.2％ 100.0％
電 力 ガ ス 0.2％ 1.5％ 60.9％ 4.2％ 2.0％ 0.8％ 24.9％ 5.5％ 100.0％
商 業 運 輸 0.5％ 3.6％ 44.9％ 6.4％ 2.4％ 1.8％ 30.2％ 10.1％ 100.0％
そ の 他 0.3％ 2.8％ 73.1％ 5.8％ 2.3％ 1.7％ 10.8％ 3.3％ 100.0％
全 体 0.3％ 2.5％ 53.7％ 6.6％ 2.6％ 1.3％ 22.7％ 10.2％ 100.0％

大阪

農林水産業 0.1％ 0.9％ 0.7％ 67.8％ 1.9％ 0.6％ 23.1％ 4.9％ 100.0％
鉱 工 業 0.2％ 2.5％ 1.2％ 33.7％ 4.3％ 1.2％ 45.1％ 11.8％ 100.0％
電 力 ガ ス 0.2％ 3.7％ 3.7％ 54.1％ 7.9％ 2.8％ 22.4％ 5.1％ 100.0％
商 業 運 輸 0.2％ 2.0％ 1.5％ 30.3％ 3.5％ 1.9％ 48.2％ 12.5％ 100.0％
そ の 他 0.2％ 0.8％ 1.0％ 74.2％ 2.4％ 1.0％ 16.6％ 3.6％ 100.0％
全 体 0.2％ 1.6％ 1.2％ 52.3％ 3.3％ 1.3％ 32.0％ 8.0％ 100.0％

兵庫

農林水産業 0.1％ 0.5％ 1.0％ 6.2％ 39.4％ 0.7％ 40.1％ 11.8％ 100.0％
鉱 工 業 0.1％ 0.7％ 1.0％ 8.6％ 24.0％ 0.5％ 44.7％ 20.3％ 100.0％
電 力 ガ ス 0.1％ 0.5％ 2.5％ 4.0％ 68.7％ 0.4％ 16.4％ 7.5％ 100.0％
商 業 運 輸 0.2％ 1.8％ 1.2％ 9.9％ 42.1％ 1.1％ 30.3％ 13.4％ 100.0％
そ の 他 0.1％ 0.4％ 0.6％ 4.6％ 79.6％ 0.6％ 9.8％ 4.2％ 100.0％
全 体 0.1％ 0.7％ 0.9％ 7.1％ 49.2％ 0.6％ 28.5％ 12.8％ 100.0％

奈良

農林水産業 0.1％ 0.4％ 2.9％ 5.6％ 1.0％ 40.6％ 42.6％ 6.7％ 100.0％
鉱 工 業 0.2％ 0.8％ 2.1％ 7.6％ 2.3％ 32.7％ 34.5％ 19.8％ 100.0％
電 力 ガ ス 0.1％ 0.3％ 0.9％ 2.7％ 0.8％ 80.3％ 9.7％ 5.3％ 100.0％
商 業 運 輸 0.1％ 0.6％ 2.4％ 6.5％ 1.4％ 63.7％ 17.5％ 7.8％ 100.0％
そ の 他 0.1％ 0.3％ 1.0％ 2.8％ 0.8％ 86.0％ 6.2％ 2.7％ 100.0％
全 体 0.2％ 0.5％ 1.6％ 5.1％ 1.5％ 61.9％ 19.1％ 10.1％ 100.0％

近畿 2府 4県全体 2.3％ 4.3％ 7.1％ 28.0％ 14.4％ 3.9％ 29.9％ 10.0％ 100.0％
出所）下田充他「関西地域間産業連関表（2005年版）の開発と応用」環太平洋産業連関分析学会第21回大会報告

資料をもとに計算。
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に依存している割合は 1％以下であり、きわめて小さいといえるだろう。逆に

福井が近畿の最終需要に依存している割合は、滋賀とほぼ同じ程度であり、大

阪や奈良、兵庫よりも高くなっている。

6　結びにかえて

　以上本稿では、 2府 4県を中心とした分析に福井を加え、 2府 5県として近

畿経済の特徴を分析してきた。福井の産業連関表が単独で採り上げられること

はほとんどないが、2011年の東日本大震災による福島原発の事故以来、わが国

のエネルギー政策、原発政策が問われている折でもあり、原発に依存した福井

の経済を考察する意義は高いといえるのではないだろうか。

　関西電力の原子力発電所が立地していることもあり、福井は様々な点で電力

生産に依存した経済となっていることは、たとえば生産構成や付加価値構成、

自給自足率をみてもわかる。とりわけ図Ⅰ-10や図Ⅰ-12でみたように、圧倒的

な移輸出率によって異常なまでに自給自足率が高く、これが県経済に大きな影

響力を持っていることは間違いない。また第 6節でみたように、地域間産業連

県表からは大阪をはじめとして近畿圏の諸府県も、福井で生産された電力に大

きく依存しており、逆にまたそれが福井経済を支える構造となっている。しか

し表Ⅰ- 5 - 2 や図Ⅰ-13からわかるように、実は福井の電力生産に関わる就業

者も、そして電力需要があらゆる産業に誘発する就業者数も決して多くはな

く、影響力はむしろ小さい9）。

　2011年東日本大震災が原因となって福島原発事故が起こり、それを契機に脱

原発の動きが高まっている。2012年には、近畿圏の夏場の電力不足が懸念され

るということで、大飯原発が再稼働されるということも起こったが、原発は今

後次々と耐用年数を迎え廃炉となってゆくなかで、新規の建設は困難な状況で

ある。福井も従来通りの原発依存路線を歩むことは難しくなりつつあるのかも

しれない。しかし発想を転換し、グリーン・ニューディール路線を追求してゆ
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くという手もあるだろう。むしろそれこそが、21世紀に相応しい福井のあり方

なのかもしれない。その時に重要となるのは、再生可能エネルギーへの対応で

ある。もちろん再生可能エネルギーへの移行が即可能となるわけではない。

2012年 7 月から施行されている再生可能エネルギーの固定価格買取制度（FIT）

の導入は、普及には大きく貢献するだろうが、スマートグリッドやスーパーグ

リッド等の実証実験と普及、発送電分離等の電力自由化問題などの技術的・制

度的な問題も山積している。これらの展開をにらみつつ、当面は環境負荷の少

ない天然ガスやシェールガス等の化石燃料に依存せざるを得ないだろう。

　このような状況下で、福井も原発に大きく依存した経済から、徐々に再生可

能エネルギーの開発と転換が求められているのかもしれない。その際に、福井

は原発による電力だけに依存しているのではなく、表Ⅰ- 4 でみたように特殊

産業機械や産業用電気機器、電子部品、精密機械等で高い競争力を有している

点できわめて有利に働く。十分ではないにしても裾野産業が育っていること

は、新しい時代を切り開いていく上で大いに役に立つ。また、原子力発電より

は再生可能エネルギーの方が雇用効果は大きい点でも、経済の活性化にも役に

立つ。これこそがグリーン・ニューディール政策であり、グリーン経済に向け

ての第一歩である。こうした点からも、過去にしがみつこうとするよりは、未

来を見据えて構造転換を進めて行くべき時が来ているといえるのだろう。

注記

1 ）このあたりの事情は松原（2012）にも紹介されている。
2）経済産業省が作成・公表している地域・地域間産業連関表では、福井は近畿産業連関表
に含まれている。これは深い考察に基づくというよりは、近畿経済産業局の対象府県に基
づくというべきだろう。
3）日本の産業連関表の付加価値は、家計外消費支出という独自項目があるために、国内総
生産（GDP）とは若干異なっている
4）自給自足率やスカイライン図表については、筆者前稿（2011）（2012a）等を参照された
い。本稿の図表は自前のプログラムによるものではなく、宇田（2003）に紹介されている
プログラムRayを使用させて頂いた。
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5）スカイライン分析自体については良永（2011）（2012a）等を参照。
6）数式ではΣn

i＝1 BijFj（ただしB＝［I－（I－M̂）A］－1、Fは最終需要列ベクトル、Aは中間
投入係数行列とする）。
7）これは、大阪の場合は生産のために電力が使われるために、他産業に電力生産が誘発さ
れていることを意味している。
8）ここで用いたのは下田充他（2010）であるが、当時は未だ和歌山県が県産業連関表を公
表していなかったために、この地域間表は和歌山なしの 2府 4県が対象となっている。し
かし武者加苗・高林喜久生（2012）をみると、和歌山も含めた 2府 5県もその後に作成さ
れているようである。
9）良永（2012a）の第 5章も参照されたい。
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